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Ⅰ 計画の基本的事項 
 

１．計画策定にあたって 

 

近年の少子高齢化の進行、ライフスタイルの多様化、核家族化や地域での地域住民の社会

的なつながりの希薄化などにより、時代と共に地域や家族を取り巻く環境が変化しています。

さらに、団塊の世代が後期高齢者となる「2025年問題」や、団塊ジュニア世代が高齢者とな

り、生産年齢人口が激変する「2040年問題」といった高齢者にまつわる社会問題も顕在化し、

高齢化の進展は留まることなく進んでいます。 

また、老老介護、認認介護、ひきこもり、虐待、子どもの貧困等、福祉分野における課題は

複雑化、多様化してきています。社会の変化から、社会生活において孤独を覚える、または

孤立していることにより心身に有害な影響を受けている人も存在し、こうした状況を踏まえ、

国では孤独・孤立対策推進法が公布されています。合わせて、生きづらさを抱える罪を犯し

た人等を地域社会で孤立させないための取組も必要となっており、誰もが安心して地域生活

を送るため、再犯者の減少に向けた取組も必要となっています。 

国では、市民一人ひとりがつながり、地域で役割をもつことで住み慣れた地域でいつまで

も安心して暮らすことができる社会「地域共生社会」の実現を推進しています。 

また、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施し、「断らない相談支

援」を実現するための「重層的支援体制整備事業」が創設され、行政内部の横のつながりを

強化し、包括的な支援体制を構築していくことが重要となっています。 

和歌山市（以下「本市」という。）では、平成 17(2005)年に第１次、平成 22(2010)年に第

２次、平成 27(2015)年に第３次、令和２(2020)年に第４次の「和歌山市地域福祉計画」を策

定し、多くの人々の協力のもとで推進してきましたが、人々の暮らしの変化や社会構造の変

化をふまえ、人々がさまざまな地域生活課題を抱えながらも、住み慣れた地域で自分らしく

暮らしていける「地域共生社会」の実現に向け、市民、団体・事業者、市・関係機関等が協働

して推進していくうえで、共有する理念と取り組みの方向性を定めるために、「第５次和歌山

市地域福祉計画『わかやま・元気ふくし計画』」（以下「本計画」という。）を策定しました。 
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２．策定の背景 
 

（１）社会福祉法の等の改正 
 

国では平成 27(2015)年の「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」報告書以降、制

度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域の多様な主体が

参画し分野を超えてつながり、地域と共につくっていく「地域共生社会」の実現に向け、様々

な取組や法改正が行われています。  

平成 29(2017)年の改正社会福祉法では、区市町村による地域福祉計画の策定が努力義務

化され、包括的な支援体制の整備や分野共通で取り組む項目等が追加されました。さらに、

令和２(2020)年の社会福祉法等の一部改正では、区市町村の包括的な支援体制の構築支援

（「重層的支援体制整備事業」の創設）を柱に、地域の特性に応じた認知症施策や介護サー

ビス提供体制の整備等の推進、社会福祉連携推進法人制度の創設等が定められました。 

 

（２）地域共生社会の実現に向けて 
 

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を

超えて、市民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつなが

ることで、市民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会とされています。 

「地域共生社会」の実現には、制度・分野ごとの「縦割り」では解決できない課題（複合

的な課題、制度の狭間など）の存在や社会的孤立、社会的排除への対応、また地域の「つな

がり」の弱まりや地域の持続可能性の危機などの諸問題に対応するため、困りごとを既存の

制度に当てはめていくのではなく、困りごとを抱えた一人一人の生きていく過程に寄り添っ

た支援を行うことが重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ひとり一人のくらし 

誰もが役割を持てる地域共生社会 

農水 環境 産業 交通 

様々な社会・経済活動 

●活躍の場づくり 

●安心感のある暮らし 

●就労や社会参加の 

機会の提供 

●民間企業による 

生活支援への参入 

●多様性の尊重 

●気にかけ合う関係性 

●働き手の創出 

●地域資源の有効活用 

資料：厚生労働省 地域共生社会ポータルサイト 
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（３）重層的支援体制整備事業 
 

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する断らない相談支援体制を整備するとと

もに、参加支援、地域づくりに向けた支援を行う、手上げ方式による新規の任意事業です。 

重層的支援体制整備事業における各事業の内容は社会福祉法第 106 条の４第２項に３つ

の支援を第１～３号に規定し、それを支えるための事業として第４号以降を規定しています。

それぞれの事業を個別に行うのではなく、一体的に展開することが重要です。 

 

包括的相談支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第１号） 

●属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 

●支援機関のネットワークで対応する 

●複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事業につなぐ 

参加支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第２号） 

●社会とのつながりをつくるための支援を行う 

●利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューをつくる 

●本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う 

地域づくり事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第３号） 

●世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する 

●交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動や人をコーディ

ネートする 

●地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活性化を図る 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第 4号） 

●支援が届いていない人に支援を届ける 

●会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談者を見付ける 

●本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

多機関協働事業 

（社会福祉法第１０６条の４第２項第 5号） 

●市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する 

●重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 

●支援関係機関の役割分担を図る 

 

（４）SDGｓ（持続可能な開発目標）との関連 
 

本市では、平成 27(2015)年９月に国連において採択された「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目

標）」について、全庁一丸となって推進を図っているところであり、自治体によるＳＤＧｓ

の達成に向けた優れた取り組みを行う都市として、令和元(2019)年７月に「ＳＤＧｓ未来都

市」に選定されました。 
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３．地域福祉の基本的な考え方 

 

本市の地域福祉を推進するにあたり、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する

ため、断らない相談支援体制を整備するとともに、参加支援、地域づくりに向けた支援を行

う、重層的支援体制整備事業を据えた計画を推進します。各事業の内容は社会福祉法第 106

条の４第２項に３つの支援を第１～３号に規定し、それを支えるための事業として第４号以

降を規定しています。 

 

◆事業実施の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域づくり支援 

相談支援 

地域では解決が 

困難な事例 

自治会 

地域づくり 
事業 

地区社協 

民生・児童委員 

地域子育て 
支援拠点事業 ボランティア 

地域活動 
支援センター 

地域介護 
予防活動 
支援事業 

 

生活支援体 
制整備事業 地域包括 

支援センター 

基幹相談 
支援センター 

こども総合 
支援センター 

子育て世代 
包括支援 
センター 

 

福祉総合 
相談窓口 

生活支援 
第２課 

 

見守り 

相談や参加 

連携・協働 

社協 

相談 

支援プラン 
作成 

多機関協働 

重層的支援会議 
支援会議 

会議内で役割分担や課題

等を整理し、紹介元や適

切な機関につなぐ 

複雑化・複合

化した困難
な生活課題 

複数の分野の専門職がかか

わった方が課題解決・支援が

進みやすいケースなど 

参加支援 
アウトリーチ等を通じた 

継続的な支援 

・制度の狭間のニーズ

に丁寧に対応 

・継続的な伴走支援 

・会議や連携を通じ

ての情報収集 

 

・家庭訪問 

・同行支援 

長期にひきこもり状態な

どで、必要な支援が届い

ていない人への支援 
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（１）相談支援 ～包括的相談事業・多機関協働事業～ 
 

〈包括的相談事業〉 

本市では、地域包括支援センターなど 24 の相談窓口において、相談者の属性・世代・相

談内容に関わらず包括的に相談を受け止め、相談者の課題を整理し、利用可能な福祉サービ

スの情報提供を行っています。 

 

〈多機関協働事業〉 

多機関協働事業とは、市全体で包括的な相談体制を構築することを目的としています。 

単独の支援機関では、対応が難しい複雑化・複合化した事例（複雑な課題を抱える家族な

ど）に対して、各支援機関の役割分担や支援の方向性を整理するなどして、ケースの調整役

となっています。また、支援機関と連携し、本人への直接支援も実施しています。 

 

〈アウトリーチ等通じた継続的支援事業〉 

複数分野にまたがる課題を抱えていることや長い間ひきこもり状態にあるなど、必要な支

援が届いていない人に支援を届けることを目的としています。 

各種会議、関係機関とのネットワークや地域住民とのつながりから潜在的な相談者を見つ

け、本人との継続的な関わりを持てるよう、信頼関係の構築に向けた丁寧な働きかけを行い

ます。 

 

（２）参加支援 
 

社会とのつながりを作るための支援を行うことを目的としています。 

利用者のニーズや課題などを丁寧に把握し、本人と支援メニューのマッチングを行います。 

また新たに社会資源に働きかけることや既存の社会資源の拡充を図り、本人や世帯のニー

ズにあった支援メニューをつくります。 

本人への定着支援メニューをマッチングしたのち、本人の状態や希望に沿った支援ができ

ているかをフォローアップします。 

 

（３）地域づくり事業 
 

地域住民が地域社会に参加する機会を確保するとともに、地域ネットワークを強化します。 

既存事業を活かしつつ、主に以下の２点に取り組みます。 
 

①世代や属性を超えて住民同士が交流できる多様な「場」や「居場所」の整備。 

②地域で実施されている個別の活動や人を把握し、住民に身近な圏域を中心として、「人」

と「人」、「人」と「場所」をつなぎ合わせる（コーディネイト機能） 
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４．計画の位置づけと期間 
 

（１）計画の位置づけ 
 

本計画は、本市のまちづくりの基本指針である「和歌山市長期総合計画」を、地域福祉の

視点で具現化するものであり、個別分野の施策に関する計画とも整合性を図って策定しまし

た。 

あわせて、地域福祉推進機関である和歌山市社会福祉協議会が、市民が主体となって取り

組む行動計画として策定する「和歌山市地域福祉活動計画」とも理念や方向性を共有し、市

民協働による地域福祉を連携して推進します。 

なお、社会福祉法の改正により、地域福祉計画は、「福祉の各分野における共通事項を定

め、上位計画として位置づける。」と定められたことから、本計画は、福祉分野の上位計画と

して位置づけ、策定します。 

 

 

○社会福祉法第 10７条に基づき市町村行政がつくる「地域福祉計画」 

○再犯の防止等の推進に関する法律第８条に基づく「再犯防止推進計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

法的位置づけ 

和歌山市長期総合計画 

和歌山市子ども・子育て支援事業計画 

和歌山市障害者計画 

和歌山市障害福祉計画及び障害児福祉計画 

和歌山市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

チャレンジ健康わかやま 

和歌山市いのち支える自殺対策計画 

和
歌
山
市
地
域
福
祉
計
画 

再
犯
防
止
計
画
含
む 

令
和
７
～
11
年
度
（
５
か
年
計
画
） 

 

和
歌
山
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

令
和
７
～
11
年
度
（
５
か
年
計
画
） 

連携 

（和歌山市社会福祉協議会） 
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（２）計画の期間 
 

本計画は、令和７(2025)年度から令和 11(2029)年度までの５年間の計画です。 

また、この期間においても、社会状況の変化や国・県における地域福祉施策の動向などを

ふまえるとともに、年度ごとに「和歌山市地域福祉計画推進協議会」で進捗状況の評価を行

い、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

令和 
２年度 
（2020） 

令和 
３年度 
（2021） 

令和 
４年度
（2022） 

令和 
５年度
（2023） 

令和 
６年度
（2024） 

令和 
７年度
（2025） 

令和 
８年度
（2026） 

令和 
９年度
（2027） 

令和 
10年度
（2028） 

令和 
11年度
（2029） 

    

改定 

    

改定 

 

 

５．計画の推進方法 
 

（１）計画の進捗評価 
 

本計画は、年度ごとの振り返りにより実施状況を点検・評価し、そこで認識した新たな課

題をふまえて次年度の取り組みをすすめ、達成状況をふまえたステップアップや新たな課題

への取り組みを行っていくよう、継続的に推進していきます。 
 

 

 

 

 

 

  

第４次 

和歌山市地域福祉計画 

第５次 

和歌山市地域福祉計画 

PLAN（計画） 

CHEK（評価） 

ACTION（改善） DO（実行） 
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（２）「役割分担」の考え方 
 

市民、団体・事業者等は、「みんなで取り組む方向」に沿って各々が取り組むことを考え、

協働しながら、地域の状況に応じた取り組みを推進することで、それぞれの取り組みの成果

と課題を「地域福祉計画推進協議会」等に持ち寄り、ともに振り返りながら、次のステップ

にすすめていきます。 

市民、団体・事業者、市・関係機関等が、それぞれの特長を活かして協働することで、「だ

れもが受け手にも、担い手にもなる」地域福祉の取り組みを効果的にすすめていきます。 

そのためにも、次のような「役割分担」を基本とし、一人ひとりが「したいこと・できる

こと」を考えて取り組んでいきます。 

 

◆役割分担のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

市民 

地域福祉を自分自身に関わることと考え、健

康でいきいき暮らせるように心がけるとと

もに、それぞれができることを活かし、身近

なところで支えあいます。 

団体・事業所 

それぞれの役割を一層発揮するとと

もに、お互いに協力して、地域での 

生活や子育てを支える活動・事業

を効果的に推進します。 

市・関係機関 

市民、団体・事業者等の取り組みを支援し、

連携しながら、市民の生活課題を解決するた

めに、公的な役割に基づく事業や基盤づくり

などを推進します。 

協働 

分担 

協働 分担 

協働 

分担 
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（３）取り組みをすすめる「エリア」の考え方 
 

地域福祉の観点から地域をとらえた場合、その活動は限られた場において展開されるもの

ではありません。地域に住むすべての人が、それぞれの課題によって、さまざまな圏域で関

わってきます。地域のとらえ方については、個人や世帯が抱える課題によっても範囲が異な

ることから、ひとつの分け方にとらわれず、重層的な圏域を設定することが考えられます。 

本計画では、計画における地域を「エリア」として設定しました。地域での生活に密着し、

地域に根ざした取り組みをすすめていくよう、単位自治会や地区などの身近な地域を基盤と

しつつ、複雑な課題への対応などは広がりのある「エリア」で専門的に展開しながら、各「エ

リア」が重層的に連携し、本市全体の地域福祉を着実に推進していきます。 

 

◆「エリア」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市全体 
 

各エリアの課題を集約し、市の施策として実施したり、地

域の取り組みへの専門的な支援を推進します。 

 

      地区（支所・連絡所の圏域） 
 

地域福祉活動をすすめるうえでの中心的なエリアとして、地

域福祉に関わる団体や事業者等が連携し、地域の課題に応じ

た活動を推進します。ひとつの地区だけでは解決できない課

題などには、複数の地区が協力し、専門機関等ともに連携し

て取り組んでいます。 

 

   単位自治会 
 

もっとも身近なエリアとして、日常的なつな

がりづくりや見守り、支えあいの活動など

を推進します。 

 

協働 

協働 
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６．計画の策定過程 
 

本計画の策定にあたっては、次のような体制により、現状や課題を把握するとともに、計

画の内容について協議をすすめました。 

 

（１）和歌山市地域福祉計画推進協議会での協議 
 

本市では、地域福祉の推進について協議する場として、関係する団体・機関の代表や学識

経験者等によって構成する「和歌山市地域福祉計画推進協議会」を設置しています。この計

画の策定についても、協議会で具体的な方策等について議論し、総合的に検討を重ねました。 

 

（２）地域福祉に関するアンケート調査やヒアリングの実施 
 

地域福祉に関するニーズや取り組みの状況、課題などを把握するため、地域福祉団体及び

福祉の相談窓口、地域の居場所や福祉の相談窓口の利用者、小学生を対象としたアンケート

調査、事業者やＮＰＯ法人を対象としたヒアリングを実施しました。また、市政世論調査で

も、地域福祉について設問しました。 

 

（３）地域の絆づくり交流会の開催 
 

ワークショップ形式で交流会を市内５か所で開催しました。少人数でグループに分かれ、

交流を行うことで、地域の課題を共有し、その解決のために必要なことや各々ができること

を出しあうことができました。 

 

（４）「活動事例集」としての概要版の作成 
 

この計画を推進していくうえでモデルとなる地域活動の情報を広く周知するために、計画

の概要版に先進的な事例を掲載しました。 

 

（５）パブリックコメントの実施 
 

計画に市民の意見を反映させるため、パブリックコメント（意見公募の手続き）を実施し

ました。 
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Ⅱ 地域福祉を取り巻く現状と課題 

 

１．本市の人口と世帯状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇人口は減少傾向で推移しており、令和２(2020)年には 356,729 人（0～14 歳：42,340 人、

15～64歳：201,722人、65歳以上：109,950人）となっています。 

 

人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

※年齢別の人数に年齢不詳者は含まないため、人口の合計が一致しません。 

  

93,982 84,472 70,020 61,870 55,790 50,646 46,739 44,519 42,340

268,878 274,083 276,361 271,973 258,783 241,442 224,708 211,753 201,722

37,635 42,764 49,640 59,995 71,924
82,838 94,130 105,954 109,950

400,802 401,352 396,553 393,885 386,551 375,591 370,364 364,154 356,729

0
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（1990）
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（2000）

平成17年
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平成22年
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平成27年

（2015）

令和２年
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（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

人口 
 

 

３５６,７２９人 
 

 

20年で 29,822人減少 
 

 

令和２（2020）年 
 

 

世帯 
 

 

１５７,６６６世帯 
 

 

20年で 14,015世帯増加 
 

 

令和２（2020）年 
 

 

課題 
 

 〇少子高齢化の進行 

〇核家族化の進行 

〇高齢者がいる世帯

の増加 
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〇年齢階層別割合の推移をみると、高齢化率（65歳以上が人口に占める割合）は増加傾向で

推移しており、令和２(2020)年には 30.8％と、高齢者の割合が３割以上となっています。 

 

年齢階層別割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

※100％積み上げグラフについては、小数点第２位を四捨五入して算出しているため、合計が 100.0％にならない

場合があります（P18～22 のグラフも同様）。 

 

〇世帯及び一世帯あたりの平均人員の推移をみると、令和２(2020)年で 157,666 世帯となっ

ています。一世帯あたりの平均人員は令和２(2020)年で 2.26人となっています。 

 

世帯数及び一世帯あたりの平均人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

23.4 21.0 17.7 15.7 14.4 13.5 12.6 12.2 11.9 
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9.4 10.7 12.5 15.2 18.6 22.1 25.4 29.1 30.8 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

昭和55年

（1980）

昭和60年

（1985）

平成２年

（1990）

平成7年

（1995）

平成12年

（2000）

平成17年

（2005）

平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

令和２年

（2020）

（％）
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地区 
全人口 

全世帯数 
65歳以上人口 

比率 
男性 女性 合計 男性 女性 合計 
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２．分野別にみる現状 

 

（１）高齢者の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇高齢者世帯の世帯状況の推移をみると、令和２(2020)年で 80,672世帯となっています。な

かでも一人暮らし高齢者世帯は、令和２(2020)年で 38,679世帯と年々増加傾向にあります。 
 

高齢者世帯の世帯状況（世帯数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

〇要介護認定者数の推移をみると、令和５(2023)年で 27,022人となっています。なかでも要

介護１、要支援１の割合が高くなっており、経年変化では、要介護４で増加傾向にありま

す。 
 

要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年以降、国民の

医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれています。高齢

者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、住まい、医

療、介護、予防、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシス

テムをさらに深化・推進していく必要があります。 
 

 

32,718 33,671 34,444 35,136 35,903 36,667 37,295 38,803 38,679

23,853 24,276 24,609 24,793 24,834 25,015 25,071 24,997 24,880

20,547 20,376 20,057 19,599 19,146 18,720 18,476 19,518 17,113
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4,663 4,979 5,337 5,246 5,402 5,569 5,619 5,652 5,612 5,488

3,550 3,502 3,535 3,466 3,621 3,557 3,578 3,414 3,419 3,490
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資料：介護保険課（各年９月末時点） 

（２）障害のある人の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

〇障害者手帳所持者の推移をみると、令和５(2024)年で 24,273人と微増傾向にあります。障

害種別にみると、身体障害者手帳所持者で 16,377人、療育手帳所持者で 3,815人、精神保

健福祉手帳所持者で 4,081人となっています。 

〇なかでも、療育手帳所持者、精神保健福祉手帳所持者で年々増加傾向にあります。 

 

障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月末時点） 

 

 

  

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（障害者総合支援法）」及び「児童福祉法」の一部改正により、高齢

の障がいのある人が介護保険サービスを円滑に利用するための見

直しなどが行われるとともに、障がいのある子どもへのサービス提

供体制を構築するための障がい児福祉計画の策定が義務づけられ

ました。また、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（改正障害者差別解消法）」が施行され「合理的配慮」の提供が義務

付けられています。 
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〇身体障害者手帳所持者の推移をみると、令和５(2024)年で 16,377 人と減少傾向にありま

す。 

〇年齢内訳をみると、０～17歳で 212人、18～64歳で 3,962人、65歳以上で 12,203人と 65

歳以上が多く占めていることがわかります。 

 

身体障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月末時点） 

 

〇身体障害者種別の推移をみると、肢体不自由、内部障害が多く、肢体不自由で 8,200 人、

内部障害で 5,187人となっています。 

 

身体障害者種別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月末時点） 

 

 

  

295 282 269 271 269 258 246 224 220 212
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〇療育手帳所持者数の推移をみると、令和５(2023)年で減少したものの、令和６(2024)年で

3,815人と増加傾向にあります。 

 

療育手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月末時点） 

 

〇精神障害者保健福祉手帳所持者の推移をみると、令和６(2024)年で 4,081 人と年々増加傾

向にあります。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害者支援課（各年３月末時点） 
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（３）子どもの現状 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

〇合計特殊出生率の推移をみると、令和４(2022)年で 1.36 と、和歌山県の 1.39 より低く、

全国 1.26よりは高くなっています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務企画課 

※合計特殊出生率とは、15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率

で一生の間に産むとしたときの子どもの数に相当します。 
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和歌山市 和歌山県 全国

「子ども・子育て支援新制度」が開始され、質と量の両面から、幼

児期の教育・保育の充実が図られています。 

近年では、家庭の経済状況や養育環境によらず、全ての子どもが

将来にわたって夢や希望を持つことができる社会の構築をめざし

た「子どもの貧困対策」が講じられるほか、本来大人が担うような

家事や家族の世話などを日常的に行っている子ども「ヤングケアラ

ー」の問題に対し、対策が求められています。 
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〇児童扶養手当受給者数の推移をみると、令和６(2024)年で 3,436 人と年々減少傾向となっ

ています。 

 

児童扶養手当受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども家庭課（各年２月分） 

※児童扶養手当とは、父母の離婚や死亡などで、父または母と生計を同じくしていない子供が育成される家庭（ひ

とり親家庭等）の生活の安定と自立の促進に寄与し、子供の福祉の増進を図ることを目的として支給される手

当です。 

 

〇児童虐待相談件数の推移をみると、増減はあるものの、令和５(2023)年で 999 人と年々増

加傾向となっています。 

 

児童虐待相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども総合センター 

※こども総合支援センターは、子供（18 歳未満）を取り巻く様々な相談に対応するため、平成 22 年４月に、「家

庭児童相談室（福祉事務所）」と「子ども支援センター（教育委員会）」が融合し、発足しました。「子供に関す

る相談」「不登校の子供のための適応指導教室（ふれあい教室）」「日本語指導のサポート」「養育支援訪問事業」

などを行っています。  
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（４）生活に課題のある人の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

〇生活保護被保護等の推移をみると、令和５(2023)年で、被保護実施は 7,461世帯、8,780人

となっています。 

〇年度平均保護率は、令和５(2023)年で 25.2と増減を繰り返しながら、横ばいに推移してい

ます。 

 

生活保護被保護等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：生活支援課 

※年度平均保護率とは、人口千人あたりに占める被保護者人員の割合のことです。 
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生活困窮者自立支援法の施行から、生活困窮者に寄り添った包

括的支援が様々な分野の関係機関とのつながりのなかで実施され

てきました。 

「改正生活困窮者自立支援法」では、生活困窮者等の一層の自立

の促進を図るため、「生活困窮者に対する包括的な支援体制の強

化」や「子どもの学習支援事業や居住支援の強化」などが盛り込ま

れました。合わせて、ひきこもりの状態にある人やその家族に対す

る相談支援への対応、ひきこもり地域支援センターの連携を強化す

る方針が示されました。 
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〇DVに関する相談件数の推移をみると、令和４(2022)年で減少したものの、令和５(2023)年

で 1,310人と平成 26(2014)年からの 10年間で最も高くなっています。 

 

ＤＶに関する相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女共生推進課、市民生活課、人権同和施策課、こども総合支援センター、保健対策課、高齢者・地域福祉課 
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３．ボランティア・ＮＰＯ法人の状況 

 

 

市民公益活動登録件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民自治振興課(各年３月末時点) 

※和歌山市市民公益活動登録制度とは、和歌山市内で市民公益活動（市民が自主的に行う社会貢献活動）に携わっ

ている地域・ＮＰＯ（ボランティア）・学生等といった団体・個人の皆様の情報を一元化することにより、効果

的な情報交換体制の構築、各主体のネットワーク化の実現をめざしており、市民公益活動に携わり易い環境の

整備につながることを目的としています。 

 

 

和歌山市ボランティア連絡協議会登録のボランティア登録件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：和歌山市社会福祉協議会(各年４月１日時点) 
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サンプル 
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４．アンケート調査やヒアリング調査等の結果 

 

（１）アンケート調査結果概要 

 

（２）ヒアリング調査結果概要 

 

（３）地域の絆づくり交流会 
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５．課題の整理 
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Ⅲ 地域福祉推進の基本的な考え方 
 

１．基本理念 

 

基本理念は、本市がめざす地域福祉のあり方の方向性を示す普遍的な理念であることから、

第３次計画を継承し、本計画の基本理念を次のように定めます。 
 
 

 

社会情勢や地域社会の変化により、今まで以上に課題が複雑かつ多様化しており、市民が

住み慣れた地域で安心・安全に生活し、年齢や性別そして障害の有無にかかわらず、個人と

して尊重され，市民同士が支えあい、適切なサービスを受けられるような福祉のまちづくり

が求められます。 

また、人と人が共生する地域づくりを実現するためには、支える側と支えられる側を固定

することなく、お互いに依存しながらも理解しあえる環境を整えることと、そのことが自分

たちの地域を豊かにしていくのだという視点をもつことが大切です。市民一人ひとりが取り

組む「自助」、地域で協力して取り組む「互助」、行政等が取り組む「公助」が適切に役割を担

うとともに、関係機関を含め、それぞれが連携・協働し、分野を超えて横断的に地域全体で

取り組むことが重要になります。 

本市は、まちづくりの基本指針である「第５次和歌山市長期総合計画」で、めざすべき将

来都市像を「きらり 輝く 元気和歌山市」と定めています。これを実現するために、みんな

で取り組むまちづくりのひとつとして地域福祉を推進し、元気な福祉のまちを実現すること

を、本計画の最も基本となる理念とします。この基本理念のもとで、わたしたち（市民、団

体・事業者、市・関係機関等）はお互いを尊重し、ともに支えあう意識をもって参加し、各々

の特長を活かしながら協働することで、和歌山市らしい福祉を創出していきます。 

さらに、本市の地域福祉を持続的に推進していくため、「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」

がめざす「誰一人取り残さない」社会の実現を福祉の視点に取り入れ、地域共生社会の実現

に取り組んでいきます。 
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２．アクション 

 

 

３．取り組みの体系 
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Ⅳ 取り組みの方向 
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Ⅴ 重点的に取り組むプログラム 
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資料 

１．計画策定の経過 

 

 

２．和歌山市地域福祉計画推進協議会条例 

 

 

３．和歌山市地域福祉計画推進協議会委員名簿 

 

 

４．和歌山市地域福祉計画推進委員会委員名簿 
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